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令和５年４月１日現在

公益財団法人金沢子ども科学財団

第３期経営改革実施計画書　令和５年度個別計画

団体名 代表者職氏名 理事長　和田　隆志

組織の状況

令和４年４月１日時点 令和５年４月１日時点

（注１）常時
勤務する役員
は「役員等」
にのみ計上
（注２）「役
員等」には評
議員を含む
（注３）「常
勤」職員とは
正規職員を、
「非常勤等」
職員とは嘱
託、非常勤、
臨時等を指す

計 計 計

役員等の数

令和３年４月１日時点

15 17 17

2 3 3

0 0 0

職員数 7 7 7

1 1 1

0 0 0

財務の状況

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度予算

総収入額 33,313 36,008 36,576 42,691

総支出額 33,313 36,008 36,576 42,691

差引収支額 0 0 0 0

総資産額 196,266 196,727 195,846

31,739

総負債額 3,073 4,262 4,367

正味財産額 193,193 192,465 191,479

0

市からの
財政支出

委託料 0 0 0 0

補助金等 30,723 31,365 36,437

その他 0 0 0

合計 30,723 31,365 31,739 36,437

科学教室、算数・数学ﾁｬﾚﾝｼﾞｸﾗﾌﾞ、
子ども科学ｽﾀｼﾞｵほか

10,813 6,000

普及啓発事業

効果等見込
（利用者数見込）

教育事業

科学研究作品展、口頭発表会ほか 970 1,300

予算額

受
託
事
業

（

指
定
管
理
施
設
を
含
む
）

事業名 事業内容

特別事業 ｼﾞｭﾆｱ科学者育成事業 1,669

予算額
効果等見込

（利用者数見込）

340
令
和
５
年
度
の
主
な
事
業

自
主
事
業

事業名 事業内容



50,000円

15団体

全国展入賞者　及び
算数ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ入賞者　増

全国展　　　 ５名
算数ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ  ２名

全国展　　　 ５名
算数ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ  ２名

財
団
経
営
の
安
定
性

確
保

外部補助金等の獲得 2,000,000円 2,000,000円

寄附金の獲得 50,000円

成果指標
（実施計画の
達成度を測る
ための指標）
及び目標値等

成果指標
計画目標値

（令和５年度末）
令和５年度目標値

参
加
者
増
加
と
未
来

の
科
学
者
育
成
強
化

教育事業参加者の増 9,000人 6,000人

外部団体との連携 15団体

３　財団経営の安定性確保
（１）金沢市からの補助金額を抑制するほか、基金取崩により実施している特別事業の
　　　事業計画期間満了が迫っていることから、次の取り組みを進める。
　　　①参加料収入の見直しや経費抑制・効率化等に努める。
　　　②特別事業の今後について、継続・廃止・他事業への集約等の方向性を検討する。
　　　③運営の趣旨に沿った外部補助金の申請を継続するほか、新たな補助金の獲得に務める。
　
（２）寄附金税控除制度の積極的な情報宣伝を行い、寄附金の獲得に努める。

改革に向けた
令和５年度の
具体的な取組

１　参加者の確保と未来の科学者育成強化
（１）コロナ対策の緩和を受け、数年間制限していた参加定員の拡大及び休止中の活動の再開
　　　を図る。また、アフターコロナの時代に沿った最適な活動規模、内容を考慮したうえで、
　　　各種事業を実施する。

（２）WEBなど電子媒体での情報発信体制の強化に努める。また、参加者の利便性向上のため、
　　　財団ホームページのレイアウト等の改良に取り組む。

（３）全国展や算数オリンピックでの入賞者増を目指し、特別事業等における手法の充実と
　　　強化を図る。

２　運営体制の強化
（１）各種事業を継続して実施できるよう、ボランティア等の積極的な活用や関係機関との
　　　連携を図るともに、年々困難となりつつある指導者の確保について、対策を検討する。

（２）働き方改革の観点から職員の負担が過重にならないよう配慮することで、職員のモチ
　　　ベーション向上及び職員間の協力体制強化につなげる。

（３）煩雑化している経理業務の効率化に向け、キャッシュレス決済導入の効果や課題を
　　　整理し、更なる推進を図る。


